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1 はじめに 

インターネットの想定を超える世界的躍進は、南北を問わず、世界全体の成長軌道を ICT (情報通信技術) 
が律するようになってきている。それは同時に世界を ICT先進国と ICT開発途上国に 2極化し、後者が、ICT
依存の増大に応じてその限界生産性も高める好循環を享受しているのに対して、ICT 先進国は、ICTのそれ以
上の進展は、逆に限界生産性を低下させる悪循環の罠に陥っている。 

 
本研究は、両極 8 カ国の専門家を糾合して、世界 100カ国及びグローバル ICTリーダー500社を対象に、2

極化の進展とそのパラドックスの実相を見極め、ICT の内包する 2 面性 (新機能開発による価格上昇 (限界
生産性上昇) と同時に無料化・複製化・規格化によって価格低下) に起因する ICT 化の罠の構造を明らかに
した。 

 
次いで、このような 2 面性に対して一貫して持続成長・好業績を堅持しているﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ国家や ICT 企業の社

会経済文化体質・制度政策 (インスティテューション構造) やビジネスモデスを比較検証して、これら国家
や企業は、外部イノベーション資源を内生化することによって新機能開発による価格上昇を加速し、価格低
下要因となるビジネスの外生化によって、技術生産性の堅持を図って、悪循環からの脱却を図るとともに、
これをスプリングボードﾞとして、新たなイノベーションに邁進していることを明らかにした。 

 
 以上に基づき、ICT先進、開発途上グループﾟ双方がそれぞれの比較優位を補完し合って、相互の活力を

活用しあう 「共進的内生化」 戦略が、新たな世界持続成長モデルの基幹となることを指摘した。 

2 研究の背景 

2-1 ICT 主導経済の 2 極化 
 
インターネットの想定を超える世界的躍進は、 

南北を問わず、世界全体の成長軌道を ICT  

(情報通信技術) が律するようになってきている  

(図１)。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
V/P: 1 人あたり GDP、NRI: ICT 開発・利活用水準、N: 普及 

天井、D: 産油国等の異常軌道国ﾀﾞﾐｰ、a, b, c, d: 系数 

 
 
 

しかし、それは同時に世界を ICT 先進国と ICT 開発途上国に 2 極化し、後者が、ICT 依存の増大に応

じてその限界生産性も高める好循環を享受しているのに対して、ICT先進国は、ICTのそれ以上の進展は、

逆に限界生産性を低下させる悪循環の罠に陥っている (図 2)。 
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図 1．世界 100 カ国の ICT 主導発展軌道 (2011). 
 
原資料：The Global Information Technology Report 2012 (World Economic 

Forum, 2012), World Economic Outlook Database (IMF, 2012). 
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ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ成長関数は、次のように 2 極化する。ここに、W は一人当たり GDP (国ﾚﾍﾞﾙ)、売上高 (企業 

ﾚﾍﾞﾙ) 等の成長目標を示す。 
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ICT主導発展軌道においては、ICT (I) によって、 

したがって、 

 

図 2に見るように、世界 100 カ国は、ICT 先進 30国と、ICT開発途上 70 国に 2 極化し(表 1)、後者が ICT

の発展とともに、技術の限界生産性も向上させる好循環を享受しているのに対して、前者は、ICT のさらな

る発展は、技術の限界生産性を低下に通じる悪循環に陥っている。 

このような 2 極化は、グローバル ICT 企業にも顕著にみられる。図 3 は、世界トップのグローバル ICT

企業 500 社の ICT主導発展軌道を示したもので、世界 100カ国同様 ICT主導のロジスティック成長軌道を示

している。 

 

 

 

したがって、ICT主導発展軌道をたどるグローバル ICT 企業も図 4 及び表 2 に示すように 2極化し、ICT 

開発途上の 479 社が ICTの進展とともに技術の限界生産性も向上させる好循環を享受しているのに対して、 

高度に ICT化を進めた 21企業は、ICT のそれ以上の進展は、逆に限界生産性を低下させる悪循環の罠に 

陥っている。 
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 表1 世界100カ国の ICT開発・利活用水準 (2011) 
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図 2．世界 100 カ国の ICT 主導発展の 2 極化 (2011). 

 

aIbex   
1-30 が ICT先進国、31-100 が ICT開発途上国 

 資料：The Global Information Technology Report 2012 (World Economic Forum, 2012). 
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図 3.世界トップ 500 ICT 企業の発展軌道 (2010).        図 4．世界トップ 500 ICT 企業の 2 極化 （2010). 

 資料: Economics of Industrial Research and Innovation (EU, 2011).   資料: 図 3 に同じ. 
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図 3-2 は、世界トップ ICT 企業の発展軌道の詳細を見たものである (各企業の企業名は表 2 参照)。 

世界トップ ICT 企業 500 社のうち、95%以上の 479 社は、図 4、4-2 に見るように、ICT の進展とともにそ

の限界生産性も増大させる好循環を謳歌しているが、マイクロソフト、サムスン、ノキア、インテル、パナ

ソニック、シーメンス、ソニー、シスコ、IBM,日立、オラクル、エリクソン、キヤノン、グーグル、アルカ

テル・ルーセント、ＮＥＣ、ヒューレット・パカード、ＬＧ，富士通、クオルコム、モトローラの 21社 (2010

年研究開発投資ランク順) は、それ以上のＩＣＴの進展は、逆に限界生産性を低下させる悪循環の罠に陥っ

ていることがうかがわれる。 

 

図 3-2.世界トップ 500 ICT 企業の発展軌道 (2010).     

資料: 図 3に同じ. 
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同様に、世界トップ ICT企業 500社は ICT 先進 21社と、ICT 開発途上 479 社の間の顕著な２極化がうかが

われる。 

 
高技術集約 ICT 企業 (ICT のさらなる進展とその限界生産性低下との悪循環) 
 

 

ICT 研究開発投資 R 
 

図 4-2. 世界トップ 500 ICT 企業の 2 極化（2010).  

資料: 図 3 に同じ. 

 

 

表 2 世界トップ 500 ICT 企業の 2 極化: 研究開発投資トップ 100 社 (2010) －研究開発投資水準順 

 

1-21 が技術集約 ICT 先進企業 (悪循環)、22-100 (それに続く 101-500 も同様) が ICT 開発途上企業 (好循環) 

資料: 図 3 に同じ. 
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2-2  2極化の帰結 

(1) 国家レベル 

ICT の進展は、生産・流通・消費に至る生産性を高め、広範な産業を興し、経済成長に大きく貢献するも

のと期待されてきた。図５は、代表的な ICT 先進 11 カ国およびブラジル・ロシア・インド・中国インドの

BRICに代表される ICT 開発途上国の実質 GDP成長率を、工業化社会 (1961-1990)、情報化社会 (1991-2000) 

及びネットバブル崩壊後(2001-2010)の期間に分けて分析したものである。 

 
 

(2) 企業レベル 

図 6 は、世界トップ 500 ICT 企業のうち、研究開発投資トップ 100 社について、リーマンショック後の

2009-2011 年の 3 年間の平均売上高成長率を比較したものである。100 社中平均 5%以上の成長を維持したの

は 62 社で、そのうち ICT先進企業は 10社(全体の 16.1%)、0-5%の成長を維持したのは 17社で、ICT先進企

業は 4 社(23.5%)、21 社がマイナス成長に陥った中で、ソニー、アルカレット・ルーセント、シーメンス、

ＮＥＣ，ノキア、ＬＧ，モトローラの７ ICT 先進企業(33.3%)がマイナスに陥っている。これも ICT 先進企

業の悪循環の罠に起因するものと考えられる。  

 
図 6．世界トップＩＣＴ企業の売上高成長率 (2009-2011) – 平均成長率 % p.a 

資料：図 3 に同じ. 

これをみると、情報化社会の後期以降、BRICの顕

著な成長と好対照に、ICT 先進国の成長率はシンガ

ポールを唯一の例外としておしなべて顕著に停滞し

ていることがうかがわれる。その原因は、先に見た

ICT 先進国の悪循環の罠に起因するものと考えられ

る。 

 

図 5．ICT 先進国の成長率の停滞 (2006-2010). 

資料：World Economic Outlook Database (IMF, annual issues). 
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3  2 極化の要因と対応 

3-1 2 極化の構造的要因 
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図 8．ICT の進展、技術価格の低下、限界生産性の減少、成長の停滞のメカニズム. 

 

以上の仮説的メカニズムについて、世界の ICT トップリーダーたるフィンランド及びシンガポール (2012, 2013 年の

世界 ICT ランキングで両年とも 1，2 位を堅持) を対象に実証的に検証してこのメカニズムの妥当性を立証した (次

ページにフィンランドの実証分析例を示す)。 

 
3-2 対応戦略の基本 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 9．ICT 化の罠の超克 – レジリエンス戦略の基本. 

図7は、ICTの進展に伴う技術価格の推移を示す。

ICT の進展によって新機能が開発され、価格は上昇

するが、同時に、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄに代表される ICT 固有の

無料化、複製化が進み、規格化・量産と相まって

価格の急速な低下をもたらす。この結果、ICT の急

速な進展は、価格低下が新機能開発による上昇の

ｽﾋﾟｰﾄﾞを凌駕して全体的に価格の低下をもたら

す。競争環境下において ICT 企業が利潤最大化を

追求する場合、実質技術価格は限界生産性と一致

するので、これは技術の限界生産性低下をきたす 図 7．ICT の進展と技術価格の推移－ICT の２面性. 

ことになる。図 2, 4, 4-2 で見た国家・企業を超えた汎地球的 2極化はこの必然的帰結以外の何物でもな

い。技術の限界生産性の低下は、成長に対する技術の貢献を低下させ、必然的に、図 5，6に見たような成

長の停滞をきたす (図 8)。 
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以上の ICT 化の進展による限界生産性の低下、

成長の停滞の悪循環の罠に対して、持続成長を維

持するためには、外部イノベーション資源の内生

化によって価格上昇を加速するとともに、価格低

下要因を外生化することによって価格低下を最

少化させることが、ICT 進展の罠を超克して強靭

なビジネスモデルを構築する鍵となる (図９)。

 
 

 

  



 

7 

電気通信普及財団 研究調査報告書 No.29 2014 

ICT 進展による技術価格の低下 － 世界の ICT リーダーフィンランドの例証 
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図  10. フィンランドにおける ICT の進展、インターンネット依存増大の ICT 価格への影響の推移 

(1994-2011). 
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) were treated as behaved in the similar way. 

 

(2) 

新機能開発 

による上昇 

規格化・量産、無料化、 

複製による低下 

(23.67*)  (11.92*)     (-4.82*)      (-2.12**)     (1.89***)   (2.28**)    (1.40***)    (-6.89*)      DW  2.43 

pI 

Decline by the Internet with  

freebies, easy copy,  

standardization 

Increase by ICT advancement  

with new functionality development 
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4 高技術集約と悪循環のディレンマの克服 

4-1 高パーフォーマンス持続の秘訣 

グローバル ICT 競争環境下で伍していくためには高技術集約が不可欠。しかし、高技術開発投資は、その

限界生産性を低下させ悪循環に没入 (図 2, 4)。これを回避して、技術開発投資 → それによる便益、限界

生産性の持続的上昇 → 成長の持続 → 技術開発投資の更なる上昇、の好循環を構築して持続させるために

は 「相応な秘訣」 が不可欠である。 
 

このような認識に立って、表 2の 2010 年の高技術集約企業 21社と合わせて 2007 年(リーマンショック前)

の同企業 19 社に注目して、両年にわたり高技術集約企業の位置を堅持した 17社 に、近年高技術集約化に邁

進し、時価総額を急伸させているアップル2を加えた 18 社を対象に、悪循環にも関わらず高技術集約を顕示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 11. 高技術集約 18 ICT 企業の高ﾊﾟｰﾌｫｰﾏﾝｽ持続度 (2003-2010).  

 

表 3 レジリエント企業、非レジリエント企業 
 

レジリエント企業    FQ 8  12  Apple, Canon, Cisco, HP, Hitachi, IBM, Intel 

                                               Microsoft, Nokia, Oracle, Samsung, Siemens 
 

非レジリエント企業   FQ 7   1  Ericson (2003) 

                                                FQ 6   3  NEC (2009, 10), Panasonic (2009, 10), Sony (2009, 10) 

                                                FQ 5   1  Motorola (2008, 9, 10) 

                                               FQ 1   1  Alcatel-Lucent (2003, 4, 5, 6, 7, 8 ,9, 10) 
 

計                      18   ( ) 内の年は、100 位以内を割った年を示す  

                              
2 ｱｯﾌﾟﾙも技術開発投資に邁進し、同世界ﾗﾝｷﾝｸﾞは、2003、07 年の 47 位から 2011 年には 23 位に躍進している。 

しえた秘訣を分析した。 
 

そのため、18社の 「高ﾊﾟｰﾌｫｰﾏﾝｽ持続

度」 を 2003-2010 年の 8年間にわたる、

売上高、営業利益、時価総額の世界ﾄｯﾌﾟ

100 位以内の位置を堅持した程度によっ

て検証した (図 11)。 

 

結果は、表 3 に示すように、12 社がす

べての項目について、8年間一貫して 100

位以内の地位を堅持 (FQ: Frequency 8) 

し、6 社がいずれかの年にいずれかの項

目で 100 位以内を堅持できなかった FQ7 

以下（FQ7: 1, FQ6: 3, FQ5: 1, FQ1: 1）

であることが判明し、前者を「レジリエ

ント企業」、後者を「非レジリエント企業」

と峻別した。 

 

ここに、レジリエンスとは、「想定外

の事象に対して、柔軟迅速に対応し、それ

をてこに自己刷新することによって回復する

とともに新たな飛躍機会を創出する能力」を

意味し、｢持続成長 + 学習・同化吸収、さら

なる成長｣ との概念のもと、平時における持

続成長力はもとより、難局に直面して、それ

をバネとして、それを乗り切る過程で、学習

し、同化吸収して、より高度 
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な成長を遂げる能力と 

定義した (Watanabe et al., 

2003, Ilmola et al., 2013)。 
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4-2 レジリエンス構造  

(1) レジリエンス企業、非レジリエンス企業の時価総額形成構造比較  
以上の分析結果に則り、欧米ｱｼﾞｱ企業のﾊﾞﾗﾝｽに配慮しつつ、ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ企業 6社（Microsoft, Canon, Samsung, 

Apple, Cisco, Nokia）、非ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ企業 4社（Panasonic, Ericson, NEC, Sony）を抽出して、両ｸﾞﾙｰﾌ各社の
時価総額形成関数を比較することによって､ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ企業のﾚｼﾞﾘｴﾝｽ構造を分析した。 

  
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ ICT 企業の時価総額は、技術開発強度、ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ、技術開発投資の収益性、市場支配度、市

場環境、不測の事態のｲﾝﾊﾟｸﾄに支配されるので、それぞれの要素を反映する代理変数を用いて次の関数によ
り、1990-2010年代の 20年間の時系列相関によって、各企業の時価総額形成関数を推定した 3。 

 

 
   

MC: 時価総額、R/S 売上当り技術開発投資、Ts： 技術ｽﾋﾟﾙｵｰﾊﾞｰﾌﾟｰﾙ、Ti: 固有技術ｽﾄｯｸ、OI/R: 技術開発投資当り営業利

益、 S: 売上高、PMI: 購買担当者指数、D: 不測の事態を表すﾀﾞﾐｰ変数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              
3 MC = (T/S, OI/R, S, PMI, D)  １次項でテーラー展開 ln MC = a + b ln T/S + c ln OI/R + d ln S + e ln PMI + f D 

)1(,
i

s
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T

T
zTzTTT

g

R
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ﾃﾞｰﾀｿｰｽは、EU Industrial R&D Investment Scoreboard, OECD, World Bank, World Economic Forum, 各社年次報告等による。 
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表 4  10 代表企業の時価総額形成関数 
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(2) レジリエンス企業のレジリエンス構造 
 

比較分析結果は、表 4、図 12 に示すとおりであり、 
 

(i) ｽﾋﾟﾙｵｰﾊﾞｰ技術の同化等外部ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ資源の効果的活用は、ﾊｲﾘｽｸ R&D 依存を軽減させ、ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ構造を

誘導 
 

(ii) 独自技術と同化ｽﾋﾟﾙｵｰﾊﾞｰ技術の融合によるﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ技術経営はﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ構造を導出 
 

(iii) 内部技術開発と外部市場へのﾊﾞﾗﾝｽのとれた依存はﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ構造を導くが、収益性の高い技術開発への依

存が損なわれると、一転、非ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄな構造に転じる懸念を内包 
 

することが明らかとなった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 共進的内生化 
図 12. レジリエンス構造の比較. 

 

レジリエント企業 

非レジリエント企業 
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5 共進的内生化 
 
5-1 共進的内生化への時代潮流 

 
以上から示唆されるﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ企業のﾚｼﾞﾘｴﾝｽ構造は、図 13 に示す共進的内生化のﾀﾞｲﾅﾐｽﾞﾑと符合する。 

すなわち、高度に技術集約化した ICT企業は、厳しい競争環境に勝ち抜くためには、さらなる ICTの加速

が不可欠でありながら、それは技術の限界生産性低下の悪循環に導く ICT の罠に撞着している。従って、こ

のディレンマから脱却しつつ競争に勝ち抜くためには、自らのＩＣＴ高度化成果をｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄの技術開発に供

し、その旺盛な潜在的成長活力を顕在化させ、そのﾌﾙｰﾂを取り入れる仕方で、相互の好循環の持続を期待す

ることが唯一の解決策となる。 

工業化社会、情報化社会を経て、高度に発展した情報化社会は、まさに新たなﾓﾃﾞﾙへの脱皮を求める。子

の脱皮に挑戦し、それに成功している企業こそがレジリエント企業であり、それこそが、持続成長 + 学習・

吸収 → さらなる躍進 を可能とする道である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Y: GDP, X: 労働・資本, T: 技術ｽﾄｯｸ, R: 研究開発投資,  

N: 普及天井, FD: 新機能創出, a: 普及速度. 
Y = F (X, T) 

工業化社会 

 成長追及モデル 

 

 

 

 

情報化社会 

 新機能創出モデル 

 

 

 

高度情報化社会 

 共進的内生化モデル  

 

ICT 先進経済 

ICT 開発 

途上経済 

 

図 13. 共進的内生化ダイナミズムへの時代的流れ. 
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5.2 共進的内生化奏功の先駆 

(1) 国 家：シンガポール 

図 5 に見るように、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙは、情報化先進国で唯一年率 5%を超える相応の成長を持続している。これ

は、図 14 の NEWater (分離膜による再生水) 開発 (技術による水制約代替) に代表されるように、輸入技術

の学習 → 独自技術への発展 → 輸出 → 輸出先からの学習、更なる革新、の共進的内生化に負う。 
 

 

 

 
図 14．ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの NEWater 開発に見る共進的内生化. 

 
(2) 企 業 

表 4、図 12 からｱｯﾌﾟﾙ、ｻﾑｽﾝ、ｷﾔﾉﾝは、高技術開発依存、同化ｽﾋﾟﾙｵｰﾊﾞｰ技術活用、低技術開発収益性ﾘｽｸ

依存、低市場環境ﾘｽｸ依存のﾚｼﾞﾘｴﾝﾄな技術経営構造を構築していることがうかがわれる。これは次に示すよ

うに、図 13 に示す共進的内生化構造に依拠するものである。 
  
1) アップル 

企画・設計・開発・ﾏｰｹｯﾃｨﾝｸﾞ・ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ等高付加価値部分に特化し、組立・製造は日本や新興国に委託

して国際分業のﾒﾘｯﾄを最大化させるとともに徹底学習・吸収 (図 15)。 

 

 

 

 

 

 

図 15．アップルの共進的内生化モデル. 

 

 

企画・設計・開発・ﾏｰｹ

ｯﾃｨﾝｸﾞ・ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ等

高付加価値部分に特化 

組立・製造は日本や新興国に委託 

国際分業のﾒﾘｯﾄ 

を最大化 

徹底的に 

学習・吸収 

 
共進的内生化 

   Phase 1 (2000 - 2007 Q1) 
Imported technology dependent 
  Phase 2 (2007 Q2 – 2008 Q2) 
Transition from learning to 
indigenous technology development 
  Phase 3 (2008 Q3 – 2010) 
Export acceleration 
  Phase 4 (2010 -) 
Co-evolutionary acclimatization  

 NEWater   Desalination Total (Technology-driven water) 
2011   30%     10%         40% 
2061   50%     30%         80% 
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2) キヤノン 

ｷﾔﾉﾝは、技術多角化戦略、ﾌﾟﾘﾝﾀｰ・PCの競争協調戦略(図 16) をﾍﾞｰｽに、技術収益性や市場のﾘｽｸをﾗｲﾊﾞ

ﾙ企業に委ね、その成果を同化する共進的内生化戦略を確立(図 17)。 

 

 
図 16. キャノンの技術多角化、競争・協調戦略. 

 

 
 
図 1７. キヤノンの共進的内生化ダイナミズム. 

 

6 おわりに 

インターネット主導の ICT の劇的発展下において、想定外事象が指数関数的に増大する中で、そのような
想定外の事象に対する時代の流れを読み誤り、環境変化に適応し得なかった帰結によるハイテク企業の競争
舞台での「突然死」の多発に照らして、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝのﾚｼﾞﾘｴﾝｽ評価を提起した。 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ競争の熾烈な、世界の ICT の最前線に注目して、世界 100 カ国及びｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ ICT 企業 500 社を対象
に、ICT の飛躍がもたらす 2 極化と、その中での ICT 先進国・企業が陥る想定外の悪循環の実相とその構造
的原因を明らかにした。 

ICT の進展は新たな機能を創出してその価値を高め、技術価格を高める半面、ICT 固有の無料化、複製化
を加速し、規格化・量産化と相まって新機能創出を上回るｽﾋﾟｰﾄﾞで価格の急速な低下をもたらし、技術の限
界生産性を低下させる、想定外の悪循環をもたらすことを明らかにした。 

そのような中で、技術集約型 ICT 企業は悪循環の脱却に腐心し、それに成功したﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ企業と失敗した
非ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ企業の間で 2 極化の 2 極化をもたらすことを明らかにした。国家ﾚﾍﾞﾙにおいても同様の現象を指摘
した。 

ICT 先進国の中で唯一持続的成長を堅持するｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの成功は、輸入技術の学習 → 独自技術への発展 → 

輸出 → 輸出先からの学習、さらなる革新という共進的内生化の精妙なﾀﾞｲﾅﾐｽﾞﾑに負うことを明らかにした。 
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ｱｯﾌﾟﾙ、ｻﾑｽﾝ、ｷﾔﾉﾝ等のﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ企業は、高技術開発依存、同化ｽﾋﾟﾙｵｰﾊﾞｰ技術の効果的活用、低技術開発収
益性ﾘｽｸ依存、低市場環境ﾘｽｸ依存、のﾚｼﾞﾘｴﾝｽ構造に依拠し、これは外部ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ資源の内生化を通じた新機
能創出による技術価格上昇の加速と同価格低下要因の外生化によって技術価格 – 技術の限界生産性の堅持
に奏功していることを明らかにした。これも畢竟共進的内生化に負うものに他ならない。 

以上を通じて、共進的内生化がｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ ICT 競争環境下において、企業の想定外事象に対するﾚｼﾞﾘｴﾝｽ構造
を高め、想定外事象をｽﾌﾟﾘﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞとして、新たな革新を牽引することを明らかにして、イノベーション・
ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝのレジリエンス評価に実践的な示唆を与えることを示した。 

今次分析は、信頼できるﾃﾞｰﾀ構築の限界等によって 1990-2011 年の期間の分析を中心とし、可能な限り 2013

年に至るの至近時の動きを補完するようにした。ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ ICT 企業を取り巻く競争環境は文字通り日進月歩
の様相を呈し、最近に至ってもﾏｲｸﾛｿﾌﾄによるﾉｷｱの携帯電話端末買収等の両者のﾚｼﾞﾘｴﾝｽ構造に波紋を投げか
けるような動きもあらわれている。そのﾚｼﾞﾘｴﾝｽ評価については追証を必須とする。また、時系列ﾃﾞｰﾀの欠如
ゆえ、ｸﾞｰｸﾞﾙの評価は深入りできなかった。ｽﾏﾎによる第 4 の ICT 革命の評価も同様の課題を残す。 

今後、以上のﾍﾟﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ課題への取り組み方策に創意を凝らすとともに、今次得られた知見を軸に、注目す
べき対象へのﾐｸﾛな分析を掘り下げることが緊要である。ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝのﾚｼﾞﾘｴﾝｽ評価の視点からは、
ICT を軸とした今次分析を下敷きに広範多様な業種、企業への発展的応用に努めることが課題となる。さら
に、各国のｲﾝｽﾃｨﾃｭｰｼｮﾅﾙ構造の同質性・異質性が企業のﾚｼﾞﾘｴﾝｽ構造に及ぼす影響の分析も避けられない課題
である。 
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